様式第１号

指　定　管　理　者　指　定　申　請　書

                                                　　　　令和　　年　　月　　日

    　福　島　県　知　事　

                                 申請者  住所又は主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名称及び代表者の氏名　　　　      
　下記の公の施設について、指定管理者の指定を受けたいので、福島県公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第２条の規定により申請します。

記

    公の施設の名称　　県営住宅（県北地区）

添付書類

１  当該公の施設の管理の業務に関する事業計画書（様式第２号）

２　管理業務支出計画書（様式第３号）

３　定款、寄附行為又はこれらに準ずる規約を記載した書類

４　法人にあっては、登記事項証明書及び役員の氏名、生年月日及び住所を記載した書類（役員名簿（様式第４号））

５　法人でない団体にあっては、役員の氏名、生年月日及び住所を記載した書類並びに代表者の住民票（役員名簿（様式第４号））

６　申請の日の属する事業年度の開始日の直前三年の各事業年度の貸借対照表、損益計算書その他の団体の財務の状況を明らかにすることができる書類

７　申請の日の属する事業年度の開始日の直前三年の各事業年度の事業報告書その他の団体の業務の内容を明らかにすることができる書類

８　県税等の滞納がないことの証明書

９　指定申請に当たり、欠格条項に該当しないことの宣誓書（様式第５号）

10　期間の定めのない雇用契約で働いている正社員数について（様式第６号）

11　該当がない書類がある場合には、その旨の申立書（様式第７号）

12　県営住宅と同種又は類似の施設の管理運営実績があるときは、それを明らかにする書類

注　１  不要の文字は、削除すること。

    ２  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とすること。
様式第２号

県営住宅（県北地区）管理事業計画書

                                                     　令和　　年　　月　　日

　

  　　　　                          申請者  所在地

                                            団体名

                                            代表者氏名

                                            電話

                                            ＦＡＸ

                                            メールアドレス

	 １  法人（団体）としての経営理念、特徴等について

　(1) 法人（団体）の経営理念等について

  (2) 県営住宅の管理運営についてどのように考えるか

  (3) 公的賃貸住宅の管理実績がある場合、住宅の種類とその業務内容
民間賃貸住宅の管理等の実績がある場合、住宅の種類とその業務内容
(4) 複数の地区で県営住宅の指定管理業務を行うこととなった場合、管理水準の向上に向けた地区間の連携体制
 ２　県営住宅等の管理運営体制について

  (1)　本社の所在地及び県営住宅管理業務の執行体制

　(2)  職員の配置（指揮命令系統が分かる組織図含む）

     ・職員数（末尾の注３を参照してください）

     ・職種（建築士の資格と配置、勤務形態、防火管理者の設置等）

     ・職務内容（職員配置体制、指揮系統等）

　　 ・維持修繕に係る建築士等施工体制、維持修繕工事の安全管理体制

　 　・建築士が非常勤となる場合、その勤務形態

  (3)  勤務時間外の連絡体制（緊急時の現場確認や維持修繕等への対応）

  (4)  職員の研修計画

  (5)  県営住宅家賃、特別県営住宅家賃及び駐車場使用料として提示を受けた現金の

　　 徴収・収納の管理体制
 ３　県営住宅等の管理運営に当たっての取組方針について

     仕様書及び各種業務概要に即して述べてください。

  (1) 入居及び退去に関する業務について

    ア  募集時の窓口等での対応（職員への指導体制、相談・受付の対応等）

    イ  退去時の対応（退去検査、敷金等返還処理等）

  (2) 家賃等の納入指導業務について

    ア　収納及び滞納整理の体制・対応

　　

    イ　毎年度家賃決定時の事務処理体制（チェック体制・対策等）

  　

  (3)  駐車場管理業務について
（無許可駐車の防止など駐車場の公平な利用促進に向けた対応）

  (4)  団地管理人に対する支援体制

  (5) 高齢者の独り暮らし等に対する安否確認の体制・対応
 ４  県営住宅等の維持修繕及び保守管理業務に当たっての取組方針について

(1) 維持修繕対応と台帳の整理体制
（修繕対応の流れ、台帳整理の体制等）

  (2) 修繕前後の現地確認方法
  (3)建物の合理的で適正な維持保全をするための提案
  (4) 環境保全（工事中の近隣住宅及び住民への対応、発生材処理方法）

５　県営住宅等の施設の効用を最大限に発揮する方策及び管理経費の縮減策について

    管理業務支出計画書に即して述べてください。

  (1) 県営住宅等の施設の効用を最大限に発揮する方策について

    ア  退去から次回募集までの期間を短縮させる対策
 　イ  長期空き家の管理に係る対応
　 (2) 経費の縮減額と縮減方策について

　　ア  人件費、直接事務費、一般管理費、保守管理費（渡し切り経費）の縮減方策
　　イ　維持修繕費（精算経費）の縮減方策
　 (3) その他、上記以外の効果的な提案
６　要望・苦情に対しての処理方針について

　（県民、入居者等からの要望、苦情処理）

  (1)  対応方針
  (2)  体制
７　県営住宅等の管理に当たっての緊急時の対応方針について

  (1) 防災、防犯への体制・対策（未然防止等）
  (2) 地震、火事、水害などの災害時及び、維持修繕業務等における緊急対応時の体制・対策
　８　県営住宅管理システムの管理体制について

  (1)  システムへの入力体制

　　　（申請や申告を短期間で集中処理できる人員の体制やミスを防止するためのチェ　　　ック体制等）

  (2) システムデータの管理（データの無断使用や流出への禁止指導体制）

　９　個人情報保護対策について

  (1)  個人情報保護に対する考え方

  (2)  個人情報保護の体制

 １０　その他　特記すべき事項があれば記入してください。



注　１  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とすること。

    ２  文字の大きさは１０．５ポイントとすること。

３　職員数については、下表により換算した人数を記入してください。

	常
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	・職員の勤務時間数を常勤職員が勤務すべき標準の時間数で除することで、

　当該事業所の職員数を、常勤職員の数に換算してください。

・常勤職員が勤務すべき標準の時間数は週38時間45分としてください。
（7時間45分（休憩１時間を除く）／日　×　週５日）
・小数第二位を切り捨ててください。

	
	○換算例：常勤の従業者が勤務すべき時間数＝週38ｈ45ｍの事業所において、

① 週38ｈ45ｍ勤務の職員１名の場合 ＝ 38ｈ45ｍ／38ｈ45ｍ ＝ 常勤換算１

② 週38ｈ45ｍ勤務の職員＋週23ｈ15ｍ勤務の職員（計２名）の場合

　＝（2325ｍ＋1395ｍ）／2325ｍ

　＝常勤換算1.6
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